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クラスター爆弾とは？ 

 

 親爆弾の分裂で子爆弾が広範囲に飛び散って爆発 

 空中投下型 

 地上発射型 

 

 



クラスター爆弾の現状 

生産・・・・・・・・・・・少なくとも34カ国 

使用・・・・・・・・・・・少なくとも23カ国 

備蓄・・・・・・・・・・・少なくとも70カ国 

 

※1999年以降、イラク、アフガニスタン、コ
ソボ、レバノンで大量に使用されている 

※最も近い使用はシリア内戦 

 



 

「点」ではなく「面」としての攻撃手段 



M77型クラスター爆弾の被害者＠Lebanon 



世界でもっとも犠牲者の多いラオス 



アフガニスタンで起きた悲劇 



クラスター爆弾がもたらす人道問題 

 広範囲にわたって被害を及ぼす 
 

 無差別に人びとを殺傷する 

→被害の98％が民間人 
 

 多くが不発弾として残り、「地雷」化する 
 

 子どもが最大の被害者 
 

 紛争後の復興に障害 

 



日本のクラスター爆弾の現状 
 

 ８３～０６年度の２３年間で総額約２７６億円分
購入し、４タイプを保有。 

 2009年7月クラスター爆弾禁止条約批准。 

 2012年度から2015年度の3年間にすべて廃棄
する計画。 

 



クラスター爆弾禁止条約（オスロ条約） 

 2008年12月成立、2010年8月発効 

 現在111カ国が賛同、77カ国が批准 

 クラスター爆弾の使用、生産、備蓄、移譲の禁止、 

  除去の義務 

 犠牲者支援・国際協力の義務 

条約第1条1項（ｃ） 

 「締約国に対して禁止されている活動を行うことに
つき、いずれかの者に対して、援助し、奨励し、ま
たは勧誘すること」の禁止。 

 



クラスター爆弾への投資禁止キャンペーン 
世界17カ国で展開 



クラスター爆弾製造企業への 
投資禁止に関するレポートの発表 



主要な調査結果 

 クラスター爆弾製造企業8社への投融資に関
する調査 

 137の金融機関が430億ドルの投融資 

（2009年3月31日～2012年3月） 

 名誉リスト（27）、不名誉リスト（164）、 

  次点リスト（29）の発表 

 製造企業へのローン金額第3位に三菱UFJ 
FB（2億9500万ドル） 



日本の金融機関 

 ３大銀行が「不名誉リスト」に 

 「名誉リスト」「次点リスト」にはゼロ 

 １０年１０月１８日 全銀協 

「良き企業市民」としての社会的責任に鑑み、 

クラスター弾の製造を資金使途とする与信は、 

国の内外を問わずこれを行わないことを申し合わ
せる。 」 

 



NPO/NGOの役割 

社会のコンセンサスづくり 

問題の共有。どこにどんな問題がある
のか、情報の公開。 

金融機関や運用機関との情報交換とモ
ニタリング 



JCBLの目指すこと 

 金融機関に対して、クラスター爆弾死蔵企業
への投融資状況について情報開示・説明生人
を求めます。 

 金融機関に対して、非人道兵器の製造企業へ
の投融資を禁止すルール作りを求めます。 

 投融資のある期間には、投融資の引き上げを
求めます。 

 政府には、日本の金融機関が非人道兵器の
製造に関わらないよう指導を求めます。 


